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その他:視察報告  

 

社会復帰と社会参加を目指す刑事司法制度 
―スウェーデン視察を通じた作業療法士の考察―  

 

𠮷田  裕紀 1)，足立  一 2)，辻  美和 2)，石田  眞由 3)，森川  孝子 4)，木村  美穂 5) 

 

1) 常葉大学  

2) 高知リハビリテーション専門職大学  

3) 大阪保健医療大学  

4) 神戸学院大学  

5) 福の種株式会社  

 

（2025 年 11 月 3 日受付 2025 年 11 月 26 日受理）  

 

日本における再犯防止は刑事政策の重要課題であり，2025 年 6 月より拘禁刑が施行され，受刑者の特性に応じ

た処遇が可能となった．本稿では，更生重視の刑事政策を展開するスウェーデンの 3 施設（Asptuna 刑務所，SIS

少年収容施設，犯罪被害者庁）を視察し，その知見を報告する．視察を通じて，スウェーデンでは「できる限り

通常の社会生活に近づける」という原則のもと，教育・職業訓練・余暇活動が重視され，加害者の社会復帰と被

害者の心理的回復の双方が追求されていることが明らかとなった．本稿では「余暇活動を通じた社会生活の回復」

と「社会からの承認を通じた回復」の 2 つの視点から考察を行い，日本の矯正施設における作業療法士の役割と，

被害者支援における作業療法の可能性について論じる．  
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はじめに  

 

わが国における再犯防止は，刑事政策における喫緊の

課題である．令和 6 年版犯罪白書によれば，2005 年に

おける刑法犯検挙者の再犯者率は 47.0%であった¹⁾．ま

た，刑務所再入所者には無職者の割合が高いことが指摘

されており²⁾，就労と住居の確保が再犯防止において重

要な要素となっている．このような状況下において，矯

正施設における処遇のあり方と出所後の社会復帰支援

の充実が求められている．  

こうした課題に対応するため，法務省は 2025 年 6 月

より拘禁刑を施行した．これは従来の禁錮刑と懲役刑を

廃止し，個々の受刑者の特性に応じて，改善更生・再犯

防止のために必要な作業を行わせ，又は必要な指導を行

うことを可能にする³⁾．受刑者一人ひとりの特性に応じ

た柔軟な処遇が可能となることから，実効性のある再犯

防止策として期待されている．  

このような中，近年，わが国の矯正施設においては作

業療法士による支援が評価されつつある．矯正施設では

2006 年頃から作業療法士による実践報告が行われ⁴⁾，

生活訓練や創作活動・運動療法等の社会復帰プログラム

が実施されるようになった．大橋は刑事司法領域におけ

る作業療法に期待される役割について言及しており⁵⁾，

今後の日本においては拘禁刑の枠組みの中で作業療法

士の活用が拡大すると思われる．  

では，刑罰の内容に刑務作業を受刑者の義務としてい

ない諸外国の刑事政策では，どのような取り組みが行わ

れているのだろうか．スウェーデンをはじめとする北欧

諸国では，矯正施設における社会復帰支援において独自

のアプローチを展開している．北欧諸国の矯正施設には
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開放刑務所と閉鎖刑務所の 2 種類があり，開放刑務所で

は通常，日中は仕事に出かけ，夜には刑務所に帰所する

という開放的な処遇が行われている 6⁾．日本でも「塀の

ない刑務所」として知られる松山刑務所大井造船作業場

など，一部開放型刑務所は存在しているが，北欧諸国の

刑務所の開放処遇とは異なる形態である 7)．  

筆者らは 2025 年 8 月に，スウェーデンの刑事司法政

策に関わる 3 つの施設を訪問する機会を得た．本稿で

は，視察報告とともに，「余暇活動を通じた社会生活の

回復」と「社会からの承認を通じた回復」という 2 つの

視点から，作業療法士として視察を通じて学んだことに

ついて所感を述べ，社会復帰を見据えた矯正処遇と支援

のあり方について考察する．なお，報告に際し，視察施

設からの許可を得ている．  

 

スウェーデンの刑事司法  

 

スウェーデン王国は，北ヨーロッパのスカンジナビア

半島東部に位置し，西にノルウェー，北東にフィンラン

ドと国境を接する立憲君主国である．国土面積は約 45

万平方キロメートル(日本の約 1.2 倍)に相当し，人口は

約 1,055 万人(2023 年)であり，首都はストックホルム

(人口約 99 万人)に置かれている 8⁾．  

スウェーデンは「福祉国家」として知られ，手厚い社

会保障制度を確立してきた．大和総研の研究によれば，

スウェーデンの社会保障制度の基礎は 1930 年代から 4

0 年代に形成され，世界大恐慌後の時代に社会的弱者を

支える仕組みづくりに力を入れてきたとされる 9)．一方

で，スウェーデンの最近の社会問題として，移民の急増

に伴う統合(integration)問題と組織犯罪の増加が挙げ

られる．2024 年の統計点では，スウェーデンの居住者

のうち人口の 21%が外国生まれである 10)11) 

)．政府は，近年の大規模な移民が社会に大きな負担をか

けており，統合問題が現在ほとんどの政策分野に影響を

及ぼしていると指摘している 12)．  

スウェーデンの刑事政策は伝統的に，懲罰よりも更生

と社会復帰を重視する方針を採ってきた．スウェーデン

にはスウェーデン矯正保護庁（Kriminalvården）があり，

更生志向の法律，規制，実務により，すべての刑務所で

教育，労働，治療プログラムが提供されている．ほぼす

べての受刑者は刑期の 3 分の 2 を終えた後に仮釈放さ

れ，全国の地域保護観察事務所の専門家が通常 12 ヶ月

間，仮釈放者を監督し，更生支援を行っている．  

Yu らの全国規模の縦断的研究は，スウェーデンの 44

の刑務所を対象に，37,891 人の受刑者を 8 年間追跡し，

刑務所施設と再犯率の関連性を分析した．分析の結果，

同じ保安レベル内の刑務所間では再犯率にほとんど差

がみられず，スウェーデンの刑務所システムにおける一

貫したプログラム，活動，医療サービスの影響が示唆さ

れている 13)．  

このように，スウェーデンは長年にわたり更生重視の

刑事政策において一定の成果を上げてきた．しかし 20

10 年代半ば以降，前述した移民の急増と組織犯罪の増

加を背景に，刑事司法システムは転換期を迎えている．

欧州評議会の 2024 年刑務所統計(SPACEI)によれば，

スウェーデンの刑務所は中程度の過密状態を示してお

り，ヨーロッパで最も顕著な増加を記録した国の一つと

なっている 14)．スウェーデン犯罪予防評議会(Brå)の統

計によれば，2024 年には刑務所に収容される人数が 11,

812 人となり，前年比で 11%増加した．また，刑務所施

設内の受刑者数は 2023 年と比較して 17%増加し，201

5 年と比較すると 91%増加している 15)．  

以下では，こうした社会的変化のなかで更生支援を行

うスウェーデンの刑事司法の現場について，視察に基づ

き報告する．  

 

視察 1 Asptuna 刑務所  

 

Asptuna 刑務所（以下，本刑務所）は，開放型刑務所

（セキュリティレベル 3）である．スウェーデンの刑務

所は 3 段階のセキュリティレベルに分類されており，レ

ベル 3 は開放型施設として，社会復帰に向けた最終段階

に位置づけられている．ストックホルム南部の自然豊か

な静かな環境に位置しており，心の安らぎを得られる場

所として評価されている．  

2025 年 8 月現在の収容人員は約 150 名であるが，近

年は若年層，初犯者，ギャング系犯罪，外国人受刑者の

増加が顕著であり，年内には 180 名への増員が予定さ

れているとのことであった．  

視察当日は天候に恵まれ，刑務所前に集合後は写真 1

右側の扉から施設内へと案内され，訪問者用と思われる

ロッカーに貴重品を預けることとなった．なお，刑務所

内での写真撮影は禁止された．  

最初に案内されたのはミーティングルームで，そこで

はスタッフ紹介や刑務所の基本情報，当日のスケジュー

ル確認等が行われた．その後，受刑者の居住スペース， 
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管理棟，刑務作業の現場，教育センター等を巡回した．

なお，写真 2 は記念撮影の様子である．  

 

1．受刑生活  

スウェーデンの刑務所は Kriminalvården（スウェー

デン矯正保護庁）によって運営されており，「Sysselseä

ttingsplikt」と呼ばれる規則に基づき，受刑者は規則正

しい生活と刑務作業に従事し，出所後の生活適応を目指

している．日常生活は，7 時起床，8 時に刑務作業開始，

11 時 30 分から昼食，16 時に刑務作業終了，20 時就寝

という規則正しいスケジュールが設定されている．月曜

から金曜が就業日，土日が休暇となっている．  

受刑者の居室は 2 人部屋で 2 段ベッドが設置されて

おり，テレビや棚も備えられ，清潔に整理整頓されてい

た．各部屋は施錠されておらず，受刑者は自由に出入り

が可能であった．また，受刑者が集う共同スペースには，

台所やソファ，電話（有料）等が設置されており，壁に

は絵画が飾られていた．トイレやトレーニング等も自由

に利用できるとのことで，スウェーデン文化である「フ

ィーカ」（休憩時のお茶の時間）も取り入れられており，

視察時には，受刑者同士で散歩をしながら会話する者や

「フィーカ」を楽しむ者など，各々が自分の時間を過ご

す様子が観察された．なお，以前はフィッシングも活動

として取り入れられていたようであるが，人気が高すぎ

たため中止となったとの説明を受けた．  

 

2．刑務作業  

本刑務所は，開放型刑務所ではあるものの，一部の開

放刑務所で見られるような刑務所から外部へ通勤する

システムはとらず，刑務所内で刑務作業や活動が行われ

ているようだった．全受刑者の約 65%が何らかの刑務

作業に従事しており，1 時間あたり 17SEK（約 270 円）

の収入を得ているとのことであった．刑務作業の内容は， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

芝生の手入れ，雪かき，修理作業，大工，陶芸，園芸，

溶接など多岐にわたっている．刑務作業の時間外には，

個人トレーニング，ヨガ，散歩，ランニング等の活動も

可能である．また，自主管理システム（Selvforvaltning）

と呼ばれる仕組みがあり，施設内 14 の部門に分かれた

受刑者グループが食料購入，予算管理，料理計画等を自

ら行い，社会復帰後に必要な生活スキルの習得を目指し

ているとの説明を受けた．  

 

3．医療・心理支援体制  

視察時には，本刑務所に従事する公認看護師の紹介が

あった．現在，約 80 名が何らかの治療を受けていると

のことであるが，医師については常勤医はおらず，内科

医や精神科医が定期的に診察に訪れる体制となってい

た．  

疾患としては，希死念慮を持ちうつ病に罹患している

者や注意欠陥多動症（ADHD）の診断を受けている者が

おり，その他，糖尿病，心臓疾患，HIV 感染者，透析患

者も収容されているとのことであった．週末や夜間は医

師が不在となることもあるため，特に重症度の高い者に

ついては外部の医療機関と連携を図っているとの説明

を受けた．今後は本刑務所の収容人数が増加する予定で

あることから，看護師を 3 名に増員する計画とのことで

あった．  

受刑者の居住スペースの近くには，セキュリティセン

ターと呼ばれる受刑者を監視する職員専用の部屋が設

置されており，薬物療法を受けている者は，そこで薬剤

を受け取ることができるとのことであった．また，後述

する教育において遅れが生じている者に対しては，特別

教育者や心理学者が介入し，過去のトラウマに対するセ

ラピーも実施されている．なお，今回の視察においては，

作業療法士等のリハビリテーション職種の関与に関す

る情報は確認できなかった．  

写真 1 Asptuna 刑務所の正門  写真 2 視察後の記念撮影の様子  
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4．教育システム  

視察の後半には刑務所内にある Asptuna 学習センタ

ー（Lärcentrum）を訪問した．同センターは，「教育は

再犯リスクを防止・減少させる最も重要な機能の一つ」

という理念のもとで運営されている．教育は学校法に基

づき，一般社会と同等の質が保証されており，国家教育

庁の監督下に置かれている．  

全国 78 箇所の学習センターには 160 名の教師が配置

されており，150 以上のコースが提供されている．基礎

教育から高校レベルまで，数学・スウェーデン語・社会

科等の科目に加え，移民のためのスウェーデン語教育（S

FI）や陶芸・大工・園芸・溶接等の職業訓練も含まれて

いる．  

入所時に特別教育者が学習障害を検査し，個人に合わ

せた学習プランを作成する．言語支援には通訳を活用し，

本人と直接話し合いながら計画を立てるとのことであ

った．  

学習はポイント制で管理されており（高校卒業には 2,

500 ポイント必要），獲得したポイントは学習記録とし

て残る．そのため，出所後も一般社会の教育機関で単位

を積み上げ，高校卒業資格や大学進学資格の取得に活用

できる仕組みとなっているとの説明を受けた．  

センター内には 1 人 1 台のコンピューターが配置さ

れており，遠隔教育も可能であるとのことであった．  

 

5．再犯防止と社会復帰支援  

各施設の巡回を終えた後は，最初のミーティングルー

ムに戻り，視察の振り返りを行った．  

受刑者は調査→計画→学習→職業訓練という一連の

プロセスを経て，個別の執行計画に基づき支援を受ける

体制が整備されている．継続的なフォローアップが行わ

れ，外部の教育機関との連携により，社会復帰後の生活

基盤を立て直すことを目指しているとの説明を受けた． 

条件付き仮釈放は，刑期の 3 分の 2 を良好な態度で

過ごすことが条件となる．過去 10～15 年の統計では約

30%が再犯，約 40%が再犯していないという結果が示

されており，プログラム参加状況やモチベーションが再

犯率に大きく影響しているとのことであった．  

 

視察 2  SIS（Statens institutions styrelse） 

 

Asptuna 刑務所を訪問した筆者らは，同日午後に，S

IS（Statens institutions styrelse）と呼ばれる施設を訪

問した．SIS はスウェーデン国立施設管理庁であり，子

ども・少年の強制収容・保護を担う国立機関である．全

国に 22 の少年ホームがあり，合計定員は約 1,000 人，

職員数は 4,300 人である．施設の目的は，問題を抱える

子ども・少年の保護と健全な育成，犯罪・乱用からの更

生を促すことにある．  

今回視察した施設は，元刑務所を改装した 4 階建ての

建物である．セキュリティレベルは 1 で，建物全体はコ

イル状の有刺鉄線や厳重な格子などで覆われ，隔離収容

型の施設として建築されていた．最初に，ミーティング

ルームへ案内された筆者らは，施設の概要の説明を受け

た．2025 年 8 月現在で 26 名を収容しており，年内には

36 名への拡充が予定されている．18 歳以下の少年を対

象とし，刑事事件で裁判所の判決を受けるグループと，

福祉局（ソーシャルサービス）の判断により収容される

グループが存在するとのことだった．  

 

1．入所プロセス  

施設入所のプロセスには，ソーシャルサービス，学校，

警察，行政裁判所など複数機関が関与する．問題を抱え

る子ども・少年は，まずソーシャルサービスと自由意思

に基づく合意を試みる．昨年は 22,000 件の合意が成立

したとのことだった．  

合意に至らない場合は行政裁判所が強制収容の必要

性を判断し，収容期間や場所はソーシャルサービスが決

定する．警察は犯罪が疑われる場合，ソーシャルサービ

スに通告義務がある．軽微な犯罪かつ計画が良好な場合

は検察官が不起訴とするが，深刻な場合は地方裁判所で

刑事事件として起訴される．警察から裁判所までのプロ

セスは最大 6 週間で完了する法律がある．  

15 歳から 18 歳の未成年は，刑事事件であっても少年

法の枠組みにより処遇され，社会サービスが主にケアを

担当するとのことだった．  

 

2．施設の特徴と安全管理体制  

施設では麻薬検査，身体検査，手紙の開封，電話の監

視などが可能であり，隔離措置も取ることができる．収

容は安全確保のためであり，罰則目的ではない．あくま

でも弱い立場の子どもを守ることが重要視されている． 

監視カメラが主要エリアに設置され，中央制御センタ

ーでドアの操作や職員の動向を管理している．案内され

た少年の居室は，4～5 畳程度ある 2 つの部屋がつなが
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るコネクティングルームになっており，机が設置されて

いる部屋と寝室に分けられていた．家具は簡単には動か

せないよう工夫されており，武器化を防止する対策が講

じられていた．筆者らも実際に家具を動かそうと試みた

が，容易には動かせないようになっていた．扉には小窓

がついており，そこから職員とコミュニケーションが取

れるようであった．隔離部屋を併用し，リスクの高い状

況に対応するため，重要エリアには特別な安全措置が講

じられている．  

 

3．入所者の特徴と支援体制  

入所者は家族問題，反社会的行動，学校・友人との問

題，アルコール・薬物乱用など多様な背景を持つ．精神

的・神経的障害（ADHD，精神疾患），トラウマ，貧困，

社会的孤立なども多い．  

裁判所の判決後，心理療法士，看護師などの専門職が

配置され，少年ケアが実施される．施設内には高等学校

が併設され，専任教員，ジム，ホール等の余暇活動施設

により，学習環境と生活環境が充実している．休憩時間

（最低 1 時間）やスポーツ活動も実施されている．筆者

らが訪問した際は，実際に少年らがどのように過ごして

いるか，その姿を確認することはできなかったが，バス

ケットボールのドリブル音や話し声が聞こえており，活

発に活動している様子がうかがえた．  

 

4．プログラム・治療内容  

施設で実施される主なプログラムとしては，攻撃性置

換トレーニング，問題解決スキル向上，性犯罪者向けプ

ログラム，ADHD・薬物依存減少プログラムなどが行わ

れている．  

特徴的なこととして，Komet と呼ばれるプログラム

について説明を受けた．本プログラムは，親子関係・フ

ァミリー支援に特化した認知行動療法的アプローチで

ある．保護者と子供との前向きな交流を増やすことで，

日常の問題に対処する能力を向上させ，長期的に子供の

より深刻な行動上の問題のリスクを減らすことが目的

とされている 16)．本プログラムへ参加するにあたり，保

護者と子どもの双方から同意が必要で，グループ形式（6

～7 名）で実施され，1 回の時間は 1 時間～2 時間半程

度，1 クール全 11 回行われる．収容者の保護者の参加

率は 50～100%の範囲とのことで，参加者からは「効果

があった」との声が聞かれていると説明を受けた．  

Komet には，いくつかバージョンが存在するようだ

が，いずれにしても保護者を対象として構築されたプロ

グラムとしては画期的であり，筆者らは作業療法士とし

て非常に関心をもった．  

 

視察 3 犯罪被害者庁  

 

最後に訪問した施設は，犯罪被害者庁（Brottsofferm

yndigheten）と呼ばれるスウェーデンの国家機関であっ

た．ストックホルムから約 500km 離れた北部に位置し，

ウメオ（Umeå）と呼ばれる街の中心部に所在している． 

筆者らはストックホルムから空路でウメオへ移動し

た．ストックホルムと比較してコンパクトで，静かな街

並みの中に犯罪被害者庁が設置されていた．同庁はウメ

オ市内に所在するウメオ大学と研究面での提携関係に

あるとのことだった．  

 犯罪被害者庁は，被害者への補償と支援を担当してい

る．年間約 14,000 件の申請を処理し，2024 年には約 2

億 SEK（約 30 億円）を支給したとのことだった．  

 スウェーデンの補償制度には，１．被害者への補償制

度と２．犯罪被害者基金の２つが存在し，以下に説明す

る．  

 

1．被害者への補償制度  

スウェーデンには加害者からの損害賠償，保険会社か

らの保険金，そして犯罪被害者補償制度の 3 つの制度が

存在する．  

加害者からの損害賠償は，執行庁が賠償金の回収を担

当し，2024 年には約 6,000 万 SEK（約 9 億円）が加害

者から回収された．保険会社からの保険には暴行と性犯

罪のみが対象で，飲酒または麻薬の影響下にあった場合

は通常補償されないとのことであった．  

犯罪被害者補償制度は，国家からの補償制度であり，

加害者からの損害賠償や保険会社からの補償など，すべ

ての補償が尽くされた後に適用されるとのことで，最後

の補償手段として位置づけられている．財源は税金で，

補償の対象は個人の人権を著しく侵害する犯罪による

傷害である．申請には警察への届出と捜査への協力が必

要で，判決確定から 3 年以内に申請しなければならない

（子どもは 21 歳まで）．加害者が判明している場合は

有罪判決が前提となるとのことだった．  

人身傷害の場合，治療費，所得の損失，苦痛，傷跡や

身体的な後遺症への補償が支給される．一方，財産や金

銭的な損害への補償は限定的である．  
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2．犯罪被害者基金  

1994 年に設立された犯罪被害者基金（以下，基金）

は，犯罪被害者支援プロジェクトに助成を行っている．

財源は犯罪者が支払う特別手数料であり，罰金刑で処罰

可能な犯罪で，有罪判決を受けたすべての者が 1,000SE

K（約 16,000 円）を支払う．また，電子監視をつけた受

刑者は 1 日あたり 100SEK（約 1,600 円）を支払う．こ

れは，先述の損害賠償とは異なる仕組みであり，加害者

に支払い能力がある場合は，被害者への損害賠償に加え，

基金への支払いも行う．  

基金は犯罪被害者基金評議会が管理し，民間の被害者

支援団体（NGO），公的機関，民間組織が申請できる．

助成対象は学術研究，教育プロジェクト，情報プロジェ

クト，パイロットプロジェクトであり，いずれも犯罪被

害者の状況を改善することを目的に助成が行われてい

る．  

2024 年には 608 件の申請のうち 416 件に助成された

とのことだった．その内訳を見ると，市民社会組織（D

V 被害者支援団体，性暴力被害者支援センターなどの民

間支援団体）が最大の助成先となっており，その他，研

究機関や公的活動に助成されている．つまり，犯罪者が

支払った手数料が，被害者を直接支援する民間団体の活

動資金として還元される仕組みが確立されている．犯罪

被害者庁の職員は，「補償は被害者の心理的回復を助け，

社会が被害者を支持していることを示す象徴的な意義

を持つ」と語った．  

 

3．知識センターと政府委託業務  

犯罪被害者庁には知識センター（Centre of Compet

ence）と呼ばれる，情報を収集・共有する役割を担う部

門がある．具体的には，セミナー，会議，専門家向けト

レーニングなどを開催し，犯罪被害者支援に関する知識

の普及に努めている．  

ウェブサイトを通じた情報提供も行っており 17），「司

法制度における子ども」のウェブ教育プログラムや「犯

罪被害者ガイド」を提供している．  

分析・調査研究の面では，先述したウメオ大学との研

究提携を含め，多くの分析と研究を実施しており，爆破

事件の被害者インタビューや，犯罪被害者支援センター

のマッピングなどを行っている．スウェーデンのすべて

の犯罪被害者支援をマッピングする政府委託業務も進

めているとのことだった．  

筆者らは，政府委託業務の一貫として製作された「リ

トル（Little）」と呼ばれる絵本をいただくことができた．

これは，子どもの権利と大人の責任について伝える教育

ツールとして活用されており，子ども権利教育と，DV

被害の早期発見・早期支援を目的とした魅力ある教材で

あった．  

 

考察  

 

今回のスウェーデン訪問では，開放型刑務所(Asptun

a 刑務所)，閉鎖型収容施設(SIS)，そして被害者支援の

実行機関という加害者側，被害者側の双方の観点からバ

ランス良く視察をすることができた．  

Asptuna 刑務所では「受刑者はできる限り通常の生活

を送るべきである」という原則のもと，施錠のない居室，

フィーカ(休憩時間)の導入，自由な散歩やトレーニング

など，日常生活に近い環境が整備されていた．SIS では，

厳重な安全管理体制の中にあっても「弱い立場の子ども

を守る」ことが最優先され，教育，余暇活動，家族支援

プログラムが充実していた．犯罪被害者庁では，被害者

の心理的回復と権利保障を重視し，補償制度だけでなく，

教育・情報提供・研究を通じた包括的支援が行われてい

た．  

これら 3 施設に共通するのは，回復と社会復帰(また

は社会参加)を目指すという考え方である．  

以下，「余暇活動を通じた社会生活の回復」と「社会

からの承認を通じた回復」の 2 つの視点から所感を述べ

たい．  

 

1．加害者に対する余暇活動を通じた回復  

スウェーデンは日本と同じ自由刑であっても，「刑務

所に入所する」ことそのものが自由を奪う刑として機能

させ，刑務所の中では「できる限り通常の社会生活に近

づけるべき」との考えが浸透している．刑務作業や教育

はそのための手段の一つにすぎず，罰を与えるものでは

ない．日本でも，令和 7 年 6 月から拘禁刑が施行された

ことを受け，必ずしも刑務作業を義務づけず，受刑者の

個別の特徴に応じたプログラムが行われるようになっ

た．日本の矯正施設でスウェーデンのような考え方が根

付くまでには時間を要すると思われるが，その潮流は訪

れるだろう．  

スウェーデンを視察した筆者らが，作業療法士として

日本の矯正施設の中で活かしていきたいと感じたこと
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は，対象者の活動と参加を大切にしたいという視点であ

る．とりわけ印象的だったのは，Asptuna 刑務所も SIS

も，生活・就労・余暇活動のバランスが重視されていた

点である．ここでいう余暇活動とは，「自分の意思で自

由に使える時間」を指す．人が生活をするにあたって，

生活の場と就労が必要となることは言うまでもない．就

労のない者が就労中の者と比較して再犯率が高いこと

は統計的にも明らかである 18)．確かに，生活の場と就労

は日常生活を送るために必要なものであり，そこに焦点

を当てて支援することの重要度は高い．一方で，余暇活

動はそれらと同じくらい人々の健康と幸福に寄与する"

意味のある作業"ではないだろうか．  

日本の矯正施設においても，夕食後から就寝時間まで

の余暇時間が確保されており，居室等でテレビや読書，

学習などを行うことができる．また，刑務作業や矯正教

育の時間帯においても，休憩時間での談笑や給水が認め

られている．しかしながら，決められたエリアから外に

出ることやお茶や料理を自主的に楽しむこと，家族と自

由に電話することやインターネット・ゲーム等を楽しん

だりすることには制限がある．そこで筆者らは，矯正処

遇の一環として実施される作業療法の中で，より主体性

を重視した場を提供することで，通常の生活に近い環境

を作り出せるのではないかと考えた．  

精神科医療における作業療法室では，パラレル環境に

よる多種多様な作業活動が準備されている．「パラレル

な場」とは，場を共有しながら，他者と同じことをしな

くても良く，集団としての課題や制約を受けず，自分の

状態や目的に応じた利用ができるものである 19)．そこ

では，患者は自由に作業活動を選択し，作業活動を通じ

て自己の回復に向き合う．普段会うことの少ない他病棟

の患者や外来作業療法で訪れた元同室の患者とも再会

したり，一緒に好きな DVD や音楽を楽しむなど，そこ

には緩やかで自然な空間がある．これは患者の"主体性

"にフォーカスを当てた作業療法らしい支援の在り方だ

と考える．  

日本の矯正施設においても，矯正処遇として実施され

る作業療法の時間の中で，このようなパラレルな場を提

供できれば，受刑者らの主体性に基づく比較的緩やかな

空間と自然なコミュニケーションが育まれ，受刑者の自

由意思に基づく自己選択と自己決定の機会となり，より

自然な社会復帰に向けた「仮想社会」の場を提供できる

かもしれない．これは規律と秩序が不要という話ではな

い．規律と秩序に加えて，作業療法の枠組みを活用した

日本独自の自由刑の在り方を考えていくことが重要で

はないかと考えた．  

 

2．被害者の回復を支える社会的支援  

スウェーデンの 3 施設に共通する視点は「回復」であ

る．Asptuna 刑務所と SIS では加害者側の回復と社会復

帰が目指され，犯罪被害者庁では被害者の心理的回復と

権利の回復が追求されている．特に犯罪被害者庁の職員

が語った「補償は被害者の心理的回復を助け，社会が被

害者を支持していることを示す象徴的な意義を持つ」と

いう言葉は考えさせられる機会となった．被害者の心理

的な回復のために，金銭的補償だけでなく，社会からの

承認と支持が不可欠であることを示していた．また，加

害者が支払う特別手数料が犯罪被害者基金の財源とな

るシステムも印象に残った．加害者の行為が社会に与え

た影響を可視化させ，被害者支援という形で社会に還元

される画期的なシステムであった．  

日本においても犯罪被害者等基本法が制定され，被害

者支援の枠組みは整備されつつあるが，これからの被害

者支援を考える上で，作業療法士も何らかの支援に加わ

る時期が来ていると考えている．スウェーデンの被害者

支援は「社会が被害者を支持する」というメッセージで

ある．犯罪被害により奪われた日常生活や社会参加，そ

して「余暇」を含む意味のある作業が再び行えるように

なることは，社会が被害者の回復を支持することにもつ

ながる．スウェーデンの視察を通じて，そのことを学ぶ

ことができた．  
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